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赤穂市障がい者福祉長期計画にかかるアンケート調査結果 

（概要版） 
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１ 調査の実施にあたって 

 

１．調査目的 

本市では、平成 29 年度に障害者基本法第９条に規定する「市町村障害者計画」と、障害者総合

支援法第 88条に規定する「市町村障害福祉計画」、を策定することとなっています。 

計画策定にあたり、本市に住む障がいのある人の生活状況や障害福祉サービスの利用状況・利用

意向等をおうかがいし、計画の基礎資料とするために実施しました。 

 

２．調査の対象 

身体障害者手帳・療育手帳・精神障害者保健福祉手帳を所持している人、自立支援医療（精神通

院医療）の受給者、障害福祉サービス等の利用者を対象としました。 

調査は 18歳以上を対象に無作為抽出した 1,600人のアンケートと、18歳未満（平成 29年度中に

18歳に到達する人まで）の人全員に対してアンケートを実施しました。 

 

３．調査時期 

平成 29年７月５日から平成 29年７月 28日まで 

 

４．配布方法 

郵送による配布・回収 

 

５．回収状況 

調査種類 配布数 回収数 回収率 

①18歳未満調査 225件 136件 60.4％ 

②18歳以上調査 1,600件 990件 61.9％ 
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２ 調査結果 

 

１．回答者の状況 

①アンケートの回答者（単数回答） 

No. カテゴリー名 

18歳未満 18～39歳 40～64歳 65歳以上 

ｎ % ｎ % ｎ % ｎ % 

1 本人自身で記入 11 8.1 63 43.8 180 54.1 321 63.6 

2 本人の「代筆」で記入 9 6.6 7 4.9 19 5.7 49 9.7 

3 家族が代わりに記入 110 80.9 49 34.0 40 12.0 76 15.0 

4 
介助者（支援者）・施設職員・障がい者団体の 

職員・友人が代わりに記入 
5 3.7 17 11.8 67 20.1 12 2.4 

  不明・無回答 1 0.7 8 5.6 27 8.1 47 9.3 

  全体 136 100.0 144 100.0 333 100.0 505 100.0 

 

②性別（単数回答） 

No. カテゴリー名 

18歳未満 18～39歳 40～64歳 65歳以上 

ｎ % ｎ % ｎ % ｎ % 

1 男性 84 61.8 83 57.6 192 57.7 226 44.8 

2 女性 52 38.2 61 42.4 140 42.0 276 54.7 

  不明・無回答 0 0.0 0 0.0 1 0.3 3 0.6 

  全体 136 100.0 144 100.0 333 100.0 505 100.0 
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③主な障がい（単数回答） 

No. カテゴリー名 

18歳未満 18～39歳 40～64歳 65歳以上 

ｎ % ｎ % ｎ % ｎ % 

1 視覚障がい 0 0.0 0 0.0 9 2.7 15 3.0 

2 聴覚障がい 3 2.2 5 3.5 8 2.4 36 7.1 

3 言語障がい 1 0.7 3 2.1 3 0.9 2 0.4 

4 肢体不自由 7 5.1 9 6.3 69 20.7 181 35.8 

5 内部障がい 4 2.9 2 1.4 37 11.1 119 23.6 

6 知的障がい 31 22.8 66 45.8 84 25.2 9 1.8 

7 精神障がい 2 1.5 17 11.8 66 19.8 18 3.6 

8 発達障がい 56 41.2 16 11.1 3 0.9 0 0.0 

9 難病（特定疾患） 3 2.2 5 3.5 13 3.9 28 5.5 

10 高次脳機能障害 0 0.0 0 0.0 3 0.9 5 1.0 

11 その他 8 5.9 2 1.4 2 0.6 12 2.4 

12 重複障がい 17 12.5 17 11.8 28 8.4 46 9.1 

  不明・無回答 4 2.9 2 1.4 8 2.4 34 6.7 

  全体 136 100.0 144 100.0 333 100.0 505 100.0 

 

④所持している障がい者手帳等（複数回答） 

No. カテゴリー名 

18歳未満 18～39歳 40～64歳 65歳以上 

ｎ % ｎ % ｎ % ｎ % 

1 身体障害者手帳１級 11 8.1 13 9.0 63 18.9 146 28.9 

2 身体障害者手帳２級 3 2.2 7 4.9 33 9.9 47 9.3 

3 身体障害者手帳３級 3 2.2 3 2.1 20 6.0 74 14.7 

4 身体障害者手帳４級 2 1.5 1 0.7 40 12.0 138 27.3 

5 身体障害者手帳５級 0 0.0 2 1.4 11 3.3 30 5.9 

6 身体障害者手帳６級 2 1.5 4 2.8 6 1.8 30 5.9 

7 療育手帳Ａ 23 16.9 49 34.0 72 21.6 8 1.6 

8 療育手帳Ｂ１ 16 11.8 28 19.4 23 6.9 2 0.4 

9 療育手帳Ｂ２ 41 30.1 22 15.3 5 1.5 0 0.0 

10 精神障害者保健福祉手帳１級 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 0.2 

11 精神障害者保健福祉手帳２級 0 0.0 4 2.8 18 5.4 2 0.4 

12 精神障害者保健福祉手帳３級 1 0.7 6 4.2 12 3.6 2 0.4 

13 自立支援医療（精神通院医療） 4 2.9 28 19.4 72 21.6 13 2.6 

14 特定疾患受給者証     4 2.8 8 2.4 15 3.0 

15 どれも持っていない 36 26.5 2 1.4 12 3.6 12 2.4 

  不明・無回答 5 3.7 4 2.8 6 1.8 7 1.4 

  全体 136 100.0 144 100.0 333 100.0 505 100.0 
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２．現在の暮らしと今後の暮らし 

①現在の暮らし方（単数回答）【18歳以上-問５】 

現在の暮らし方は、どの年代も「家族と暮らしている」が最も多くなっていますが、40～64歳の

み 50％台と低くなっています。 

また、「福祉施設に入所している」は 40～64歳で 22.2％と、ほかの年代より多くなっています。 

 

 

  

3.5

77.1

8.3

9.0

0.0

0.7

1.4

10.8

59.5

5.1

22.2

1.2

0.0

1.2

16.0

74.3

1.6

5.0

2.6

0.2

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一人で暮らしている

家族と暮らしている

グループホームで暮らしている

福祉施設に入所している

病院に入院している

その他

不明・無回答

18～39歳(n=144)

40～64歳(n=333)

65歳以上(n=505)
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②入所・入院している人の地域生活移行（単数回答）【18歳以上-問６】 

現在の暮らしで「福祉施設に入所している」もしくは「病院に入院している」と答えた人に地域

で暮らしたいか尋ねたところ、40 歳以上の年代は「今のまま生活したい」が最も多く、65 歳以上

の年代は半数を超えています。18～39 歳は「家族と一緒に暮らしたい」が最も多くなっています。 

 

 

  

0.0

7.7

23.1

0.0

0.0

15.4

53.8

23.1

1.3

12.8

0.0

0.0

7.7

55.1

52.6

0.0

23.7

0.0

0.0

7.9

15.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今のまま生活したい

グループホームなどを利用したい

家族と一緒に生活したい

一般の住宅で一人暮らしをしたい

その他

わからない

不明・無回答

18～39歳(n=13)

40～64歳(n=78)

65歳以上(n=38)
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③地域で生活するために必要な支援（複数回答）【18歳以上-問７】 

現在の暮らしで「福祉施設に入所している」もしくは「病院に入院している」と答えた人に地域

で生活するために必要な支援を尋ねたところ、18～39歳は「必要な在宅サービスが適切に利用でき

ること」「経済的な負担の軽減」「地域住民等の理解」、40～64 歳は「必要な在宅サービスが適切に

利用できること」、65歳以上は「経済的な負担の軽減」がそれぞれ最も多くなっています。 

また、65歳以上は「在宅で医療的ケアなどが適切に得られること」が 36.8％、「必要な在宅サー

ビスが適切に利用できること」が 39.5％と、64歳以下の年代に比べて回答が多くなっています。 

 

  

0.0

0.0

15.4

0.0

15.4

0.0

15.4

0.0

69.2

14.1

15.4

20.5

3.8

7.7

9.0

6.4

5.1

65.4

36.8

21.1

39.5

7.9

44.7

10.5

10.5

5.3

21.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

在宅で医療的ケアなどが適切に得られること

障がい者に適した住居の確保

必要な在宅サービスが適切に利用できること

生活訓練等の充実

経済的な負担の軽減

相談対応等の充実

地域住民等の理解

その他

不明・無回答

18～39歳(n=13)

40～64歳(n=78)

65歳以上(n=38)
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３．介助者の状況 

①主な介助者が一時的に介助できなくなったときの対応（単数回答）【18歳未満-問８、18歳以上-問 12】 

主な介助者が一時的に介助できなくなったときの対応として、64歳以下の年代は「同居している

家族などに頼む」、65歳以上は「別居している家族などに頼む」がそれぞれ最も多くなっています。

また、「施設や病院などに一時的に依頼する」は 18～39歳のみ 20％台となっています。 

 

 

  

52.7

29.1

3.6

0.9

0.0

1.8

0.0

0.9

2.7

8.2

40.3

11.9

1.5

0.0

1.5

20.9

0.0

1.5

16.4

6.0

25.4

23.0

1.6

0.0

0.8

10.7

4.9

4.9

23.0

5.7

20.2

25.9

2.2

1.6

0.3

18.1

2.8

2.5

16.8

9.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

同居している家族などに頼む

別居している家族などに頼む

親戚に頼む

近所の人や知人・ボランティアに頼む

介助者を雇う

施設や病院などに一時的に依頼する

ホームヘルパーに依頼する

その他

特に考えていない

不明・無回答

18歳未満(n=110)

18～39歳(n=67)

40～64歳(n=122)

65歳以上(n=321)
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②主な介助者が特に困っていること（複数回答）【18歳未満-問９、18歳以上-問 13】 

主な介助者が困っていることは、18～39歳では「安心して外出できない」、それ以外の年代は「特

になし」がそれぞれ最も多くなっています。また、「心身がとても疲れる」はどの年代も回答が 20％

以上と、回答が多くなっています。 

 

 

  

9.1

20.9

4.5

30.0

10.9

20.0

23.6

22.7

3.6

38.2

7.3

22.4

13.4

3.0

26.9

13.4

23.9

28.4

32.8

7.5

22.4

4.5

16.4

7.4

2.5

28.7

9.0

21.3

12.3

16.4

4.1

29.5

6.6

15.6

4.4

4.0

21.8

5.9

10.9

10.9

21.8

1.9

41.7

14.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家事などが十分にできない

仕事にでられない

夜間の世話でねむれない

心身がとても疲れる

家庭内の人間関係がうまくいかない

経済負担が大きい

自分の時間がもてない

安心して外出できない

その他

特になし

不明・無回答

18歳未満(n=110)

18～39歳(n=67)

40～64歳(n=122)

65歳以上(n=321)
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４．教育等の状況 

①（未就学児）園、施設での生活で困ること（複数回答）【18歳未満-問 12】 

未就学児における園、施設での生活で困ることは、「特にない」が 68.6％で最も多く、次いで「授

業などについていけない」が 11.4％、「先生や児童・生徒の理解が十分でない」「友達ができない」

がともに 8.6％となっています。 

 

 

 

  

11.4

0.0

0.0

8.6

8.6

2.9

5.7

68.6

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

授業などについていけない

トイレなどの設備が使いにくい

園での介助が十分でない

先生や児童・生徒の理解が十分でない

友達ができない

医療的ケアが受けられない

その他

特にない

不明・無回答

未就学児(n=35)
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②（就学児童）通学の中で困ること（複数回答）【18歳未満-問 14】 

就学児童における通学の中で困ることは、学齢期に関わらず「特にない」が最も多くなっていま

すが、中学生は半数を超えているのに対し、小学生は 30％台と回答に差がみられます。 

具体的に困っている内容として、小学生は「友達ができない」、中学生は「授業などについていけ

いない」、高校生は「通うのが大変」「生徒や児童・生徒の理解が十分でない」「友達ができない」が

それぞれ多くなっています。 

 

 

  

3.6

21.4

7.1

3.6

21.4

25.0

3.6

17.9

35.7

7.1

15.4

26.9

0.0

3.8

11.5

15.4

0.0

7.7

57.7

3.8

12.0

4.0

0.0

0.0

12.0

12.0

0.0

4.0

48.0

16.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

通うのが大変

授業などについていけない

トイレなどの設備が使いにくい

学校内・園での介助が十分でない

先生や児童・生徒の理解が十分でない

友達ができない

医療的ケアが受けられない

その他

特にない

不明・無回答

小学生(n=28)

中学生(n=26)

高校生(n=25)
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③学校卒業後の進路（単数回答）【18歳未満-問 17】※未就学児除く 

学校卒業後の進路について、小学生は「わからない」、中学生は「高校・大学・短大・専門学校な

どに進学したい」、高校生は「企業などへ就職したい」がそれぞれ最も多くなっています。 

「機能・生活訓練や作業指導を受けられるような施設に通いたい（通所施設など）」は、中学生・

高校生で 20％台となっています。 

「高校・大学・短大・専門学校などに進学したい」は小学生・中学生で 30％台、高校生で 20％台

と、どの学齢期も多い回答となっています。 

 

 

  

10.7

0.0

10.7

3.6

32.1

3.6

35.7

3.6

26.9

0.0

3.8

0.0

34.6

7.7

23.1

3.8

20.0

4.0

32.0

0.0

24.0

0.0

4.0

16.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

機能・生活訓練や作業指導を受けられるような

施設に通いたい（通所施設など）

入所して、訓練などを受けたい（入所施設）

企業などへ就職したい

職業訓練施設で訓練を受けたい

高校・大学・短大・専門学校などに進学したい

その他

わからない

不明・無回答

小学生(n=28)

中学生(n=26)

高校生(n=25)
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④就園・就学、学校生活で望むこと（複数回答）【18歳未満-問 18】 

就園・就学、学校生活で望むことは、未就学児・中学生は「能力や障がいの状態に応じた指導を

してほしい」、小学生は「療育指導が受けられる」、高校生は「能力や障がいの状態に応じた指導を

してほしい」「障がい特性の理解と支援を促進してほしい」がそれぞれ最も多くなっています。「能

力や障がいの状況に応じた指導をしてほしい」は中学生でも 60％台となっており、学齢期に関わら

ず多い回答となっています。 

 

33.3

40.5

11.9

19.0

11.9

28.6

28.6

4.8

31.0

21.4

31.0

35.7

21.4

23.8

19.0

4.8

9.5

0.0

46.4

64.3

28.6

17.9

7.1

42.9

28.6

17.9

67.9

21.4

46.4

42.9

60.7

39.3

32.1

14.3

7.1

0.0

26.9

53.8

30.8

11.5

3.8

34.6

23.1

15.4

46.2

15.4

19.2

23.1

50.0

19.2

23.1

7.7

7.7

0.0

44.0

48.0

32.0

0.0

0.0

16.0

28.0

8.0

20.0

24.0

8.0

16.0

48.0

28.0

24.0

4.0

12.0

4.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

相談体制を充実してほしい

能力や障がいの状態に応じた指導をしてほしい

施設、設備、教材を充実してほしい

通常の学級への受け入れを進めてほしい

幼稚園・保育園への受け入れを進めてほしい

放課後や長期休暇（夏休みなど）に預かってほしい

まわりの子どもたちの理解を深めるような交流の機会

を増やしてほしい

医療的ケアを受けられるようにしてほしい

療育指導が受けられる

通級による指導を充実してほしい

通常学級での支援を促進してほしい

通常の学級における教員・職員を増員してほしい

障がい特性の理解と支援を促進してほしい

いじめや不登校などへの対応を強化してほしい

特別支援教育支援員やコーディネーターを増員してほ

しい

その他

特にない

不明・無回答

未就学児(n=42)

小学生(n=28)

中学生(n=26)

高校生(n=25)
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５．サービス利用状況 

①児童の現在利用しているサービス（複数回答）【18歳未満-問 19】 

児童が現在利用しているサービスとして、未就学児は「児童発達支援」、小学生以上は「放課後等

デイサービス」が多くなっています。「どれも利用していない」は小学生・中学生で 40％台、高校

生で 60％台となっています。 

 

0.0

0.0

0.0

4.8

0.0

0.0

90.5

0.0

0.0

7.1

2.4

0.0

7.1

0.0

0.0

0.0

0.0

7.1

3.6

3.6

7.1

7.1

39.3

0.0

0.0

3.6

46.4

0.0

11.5

3.8

11.5

0.0

7.7

15.4

0.0

0.0

46.2

0.0

0.0

7.7

42.3

0.0

0.0

4.0

4.0

8.0

12.0

4.0

0.0

0.0

24.0

0.0

0.0

0.0

64.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ホームヘルプ

移動支援

短期入所

日中一時支援

施設への入所

サービスを利用するための相談

児童発達支援

保育所等訪問支援

放課後等デイサービス

保育所

アフタースクール

その他

どれも利用していない

不明・無回答

未就学児(n=42)

小学生(n=28)

中学生(n=26)

高校生(n=25)
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②児童の今後利用したいサービス（複数回答）【18歳未満-問 21】 

児童の今後利用したいサービスとして、未就学児は「児童発達支援」、小学生・中学生は「放課後

等デイサービス」、高校生は「特にない」が 40％台と多くなっていますが、次いで「就労支援」が

多くなっています。そのほか、20％を超えているサービスは、未就学児は「放課後等デイサービス」、

小学生は「日中一時支援」、中学生は「短期入所」「サービスを利用するための相談」「就労支援」と

なっています。 

 

2.4

0.0

2.4

7.1

0.0

7.1

71.4

7.1

21.4

11.9

14.3

2.4

11.9

9.5

4.8

11.9

2.4

7.1

14.3

3.6

25.0

3.6

10.7

3.6

3.6

57.1

0.0

14.3

3.6

7.1

7.1

7.1

21.4

3.6

19.2

15.4

26.9

15.4

7.7

23.1

3.8

0.0

38.5

0.0

3.8

15.4

15.4

23.1

7.7

26.9

0.0

4.0

8.0

12.0

12.0

4.0

4.0

0.0

0.0

16.0

0.0

0.0

8.0

4.0

20.0

8.0

44.0

8.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ホームヘルプ

移動支援

短期入所

日中一時支援

施設への入所

サービスを利用するための相談

児童発達支援

保育所等訪問支援

放課後等デイサービス

保育所

アフタースクール

生活介護

自立訓練

就労支援

その他

特にない

不明・無回答

未就学児(n=42)

小学生(n=28)

中学生(n=26)

高校生(n=25)
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③18歳以上の人の現在利用しているサービス（複数回答）【18歳以上-問 14】 

18歳以上の人の現在利用しているサービスとして、18～39歳は「就労支援」、40～64歳は「施設

への入所」、65歳以上は「ホームヘルプ」「日中一時支援」が多くなっています。多くの人が「どれ

も利用していない」と答えており、40歳以上の年代で半数を超えています。 

 

 

  

1.4

6.9

10.4

11.1

15.3

3.5

28.5

0.0

3.5

7.6

9.7

5.6

1.4

39.6

2.1

2.7

3.9

1.2

2.7

15.3

3.6

10.2

0.3

2.1

5.4

22.5

3.6

2.1

50.5

3.3

4.8

2.4

2.4

4.8

4.2

2.2

0.0

0.4

0.6

1.0

4.6

2.4

2.2

66.5

10.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ホームヘルプ

移動支援

短期入所

日中一時支援

生活介護

自立訓練

就労支援

地域移行・地域定着支援

地域活動支援センター

グループホームなどでの共同生活

施設への入所

サービスを利用するための相談

その他

どれも利用していない

不明・無回答

18～39歳(n=144)

40～64歳(n=333)

65歳以上(n=505)
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④18歳以上の人の今後利用したいサービス（複数回答）【18歳以上-問 16】 

18歳以上の人の今後利用したいサービスとして、18～39歳は「就労支援」、40～64歳は「施設へ

の入所」、65 歳以上は「ホームヘルプ」が多くなっていますが、多くの人が「特にない」と答えて

おり、40 歳以上の年代で 30％台となっています。そのほか、20％を超えているサービスは、18～

39歳の「日中一時支援」「一般就労を継続するための支援」「サービスを利用するための相談」とな

っています 

 

 

  

9.0

17.4

18.8

20.8

18.1

9.7

27.8

20.8

1.4

6.9

16.7

15.3

21.5

4.2

22.2

6.3

9.9

8.4

3.0

6.3

16.8

5.1

10.5

5.4

1.8

3.9

6.0

21.3

10.8

2.1

34.2

9.9

18.8

11.1

7.3

7.7

6.1

5.3

0.6

0.4

2.6

1.0

1.4

13.7

11.5

3.0

38.2

13.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ホームヘルプ

移動支援

短期入所

日中一時支援

生活介護

自立訓練

就労支援

一般就労を継続するための支援

地域移行・地域定着支援

地域活動支援センター

グループホームなどでの共同生活

施設への入所

サービスを利用するための相談

その他

特にない

不明・無回答

18～39歳(n=144)

40～64歳(n=333)

65歳以上(n=505)
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６．相談 

①困ったときの相談相手（複数回答）【18歳未満-問 22、18歳以上-問 17】 

困ったときの相談相手は、年齢に関わらず「同居の家族」が最も多くなっています。２番目に多

い相談相手は、18歳未満は「学校の先生」、18～39歳は「知人・友人」、40～64歳は「医師・看護

師・医療スタッフ」、65歳以上は「その他の親族」となっています。 

 

  

（ｎ） 

同
居
の
家
族 

そ
の
他
の
親
族 

医
師
・
看
護
師
・
医
療
ス
タ
ッ
フ 

知
人
・
友
人 

市
役
所 

社
会
福
祉
協
議
会 

学
校
の
先
生 

健
康
福
祉
事
務
所
（
保
健
所
） 

子
ど
も
セ
ン
タ
ー
（
児
童
相
談
所
） 

身
体
障
害
者
・
知
的
障
害
者
更
生
相
談
所 

さ
ん
ぽ
み
ち
（
相
談
支
援
事
業
所
） 

赤
穂
精
華
園
（
相
談
支
援
事
業
所
） 

そ
の
他
相
談
支
援
事
業
所 

18歳未満 136 84.6 36.0 20.6 39.0 5.1 1.5 55.1 1.5 5.9 0.0 1.5 11.8 7.4 

18～39歳 144 72.2 18.1 25.7 27.1 14.6 3.5 3.5 0.0 0.7 2.1 7.6 20.8 8.3 

40～64歳 333 53.5 22.2 25.5 14.1 12.9 3.6 0.0 1.8 0.0 0.9 7.8 5.4 2.1 

65歳以上 505 62.2 36.2 28.3 13.3 12.1 8.9 0.0 2.6 0.0 2.4 0.2 0.2 2.4 

  

（ｎ） 

施
設
の
職
員
や
作
業
所
の
指
導
員 

障
が
い
者
団
体
の
人 

ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー 

身
体
障
害
者
相
談
員 

知
的
障
害
者
相
談
員 

精
神
障
害
者
相
談
員 

民
生
委
員
・
児
童
委
員 

地
域
福
祉
推
進
委
員 

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
・
Ｎ
Ｐ
Ｏ
団
体 

そ
の
他 

相
談
で
き
る
人
が
い
な
い 

不
明
・
無
回
答 

 

18歳未満 136 8.8 0.7 1.5 0.0 1.5 0.0 0.0 0.0 2.2 7.4 0.7 1.5 
 

18～39歳 144 25.0 1.4 0.7 0.0 2.8 0.0 0.0 0.7 0.7 2.8 1.4 6.3 
 

40～64歳 333 16.2 0.9 1.5 1.8 1.2 1.8 1.5 0.3 1.5 2.4 2.4 15.6 
 

65歳以上 505 5.1 0.4 5.3 3.2 0.0 0.4 4.8 1.0 0.2 3.2 0.6 7.1 
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②総合的な相談窓口の必要性（単数回答）【18歳未満-問 23、18歳以上-問 18】 

総合的な相談窓口の必要性として、どの年代も「とても必要である」が最も多く、特に 18 歳未

満では 70.6％と多くなっています。 

平成 23年に行った調査と比較すると、“必要（「とても必要である」と「やや必要である」の計）”

と答えた人はどの年代も平成 23年調査から回答が下がっている状況ですが、39歳以下の年代では

80％を超えてニーズが高くなっています。 

 

 

“必要（「とても必要である」と「やや必要である」の計）”と答えた人【過去の調査との比較】 

 

 

  

70.6

66.0

42.6

43.6

15.4

15.3

21.3

19.4

5.9

4.2

4.5

9.3

5.1

3.5

4.5

2.8

2.9

11.1

27.0

25.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

18歳未満(n=136)

18～39歳(n=144)

40～64歳(n=333)

65歳以上(n=505)

とても必要である やや必要である あまり必要でない 全く必要でない 不明・無回答

86.0
81.3

63.9 63.0

94.6

82.8
77.9

63.7

0%

20%

40%

60%

80%

100%

18歳未満 18～39歳 40～64歳 65歳以上

本調査 23年調査
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③赤穂市障がい者基幹相談支援センターの認知状況（単数回答）【18歳未満-問 24、18歳以上-問 19】 

赤穂市障がい者基幹相談支援センターの認知状況は、どの年代も「知らない」が最も多くなって

いますが、18～39歳・65歳以上の年代は「知っている」が 10％台となっています。 

 

  

7.4

15.3

8.7

11.5

90.4

76.4

74.2

80.0

2.2

8.3

17.1

8.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

18歳未満(n=136)

18～39歳(n=144)

40～64歳(n=333)

65歳以上(n=505)

知っている 知らない 不明・無回答
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７．就労状況 

①現在の就労状況（単数回答）【18歳以上-問 20】 

現在の就労状況について、「働いている（福祉的就労を含む）」は 18～39歳で 67.4％、40～64歳

で 41.7％、65歳以上で 9.9％となっています。 

平成 23年に行った調査と比較すると、「働いている（福祉的就労を含む）」はどの年代も平成 23

年調査から増えており、特に 18～39歳は 21.7ポイント増加しています。 

 

「働いている（福祉的就労を含む）」と答えた人【過去の調査との比較】 

 

 

  

67.4

41.7

9.9

32.6

56.2

86.3

0.0

2.1

3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

18～39歳(n=144)

40～64歳(n=333)

65歳以上(n=505)

働いている（福祉的就労を含む） 働いていない 不明・無回答

67.4

41.7

9.9

45.7

32.6

6.7

0%

20%

40%

60%

80%

100%

18～39歳 40～64歳 65歳以上

本調査 23年調査
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②就労形態（単数回答）【18歳以上-問 21】 

働いている人の就労形態は、18～39歳は「就労継続支援Ｂ型」、40～64歳は「パート、アルバイ

ト、臨時雇用」、65 歳以上は「自営業」がそれぞれ最も多くなっています。「パート、アルバイト、

臨時雇用」はどの年代も 20％台、「就労継続支援Ｂ型」は 18～39 歳・40～64 歳で 20％台、「正社

員」は 40～64歳で 20％台となっています。 

 

 

 

  

13.4

27.8

0.0

1.0

2.1

14.4

28.9

10.3

2.1

24.5

29.5

7.9

0.0

0.7

7.9

23.7

3.6

2.2

6.0

26.0

46.0

0.0

0.0

0.0

2.0

14.0

6.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正社員

パート、アルバイト、臨時雇用

自営業

内職

就労移行支援

就労継続支援Ａ型

就労継続支援Ｂ型

その他

不明・無回答

18～39歳(n=97)

40～64歳(n=139)

65歳以上(n=50)
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③働いていない理由（複数回答）【18歳以上-問 23】 

働いていない理由は、18～39歳・40～64歳は「障がいが重度のため」、65歳以上は「病気・高齢

のため」がそれぞれ最も多くなっています。「仕事をすることが不安なため」は 40～64 歳で 20％

台、「働く必要がない」は 65歳以上で 20％台となっています。 

 

 

  

53.2

12.8

19.1

4.3

12.8

0.0

2.1

2.1

27.7

0.0

45.5

19.8

16.6

9.1

21.4

1.6

0.5

10.2

15.0

0.5

15.8

63.3

3.9

1.6

3.2

1.1

0.0

21.8

10.3

5.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

障がいが重度のため

病気・高齢のため

自分にあった仕事や自分にできる仕事がないため

仕事を探しても見つからないため

仕事をすることが不安なため

バリアフリーが整備されていないため

入所・通所できる福祉施設がない（いっぱい）

働く必要がないため

その他

不明・無回答

18～39歳(n=47)

40～64歳(n=187)

65歳以上(n=436)
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④今後の就労意向（単数回答）【18歳以上-問 24】 

今後の就労意向は、18～39歳は「正社員」、40～64歳・65歳以上は「働けない」がそれぞれ最も

多くなっています。 

 

 

  

30.6

14.6

0.0

2.1

3.5

6.3

16.0

3.5

2.1

9.7

11.8

15.3

15.6

3.0

2.4

0.9

2.7

9.3

3.0

10.2

18.6

18.9

0.6

4.4

3.6

1.6

0.2

0.0

0.2

4.2

29.7

40.4

15.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正社員

パート、アルバイト、臨時雇用

自営業

内職

就労移行支援

就労継続支援Ａ型

就労継続支援Ｂ型

その他

働くつもりがない

働けない

不明・無回答

18～39歳(n=144)

40～64歳(n=333)

65歳以上(n=505)
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⑤働くために必要な支援（複数回答）【18歳以上-問 25】 

働くために必要な支援として、18～39 歳・40～64 歳は「職場の障がい者理解を深めてほしい」、

65歳以上は「特にない」がそれぞれ最も多くなっています。また、18～39歳は「通勤手段を確保し

てほしい」「短時間勤務や勤務日数等に配慮してほしい」「職場で介助や援助等が受けられること」

「就労後のフォローなど職場と支援機関が連携してほしい」「仕事についての職場外での相談対応、

支援をしてほしい」が 20％台となっています。 

 

  

23.6

5.6

20.1

4.2

38.9

22.9

23.6

13.9

24.3

2.8

19.4

12.5

15.6

5.7

20.4

10.2

24.6

7.2

8.4

4.2

10.8

3.6

22.2

23.4

5.7

3.0

6.1

2.8

6.5

2.8

1.6

1.4

2.4

3.4

45.1

36.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

通勤手段を確保してほしい

勤務場所におけるバリアフリー等に配慮してほしい

短時間勤務や勤務日数等に配慮してほしい

在宅勤務を拡充してほしい

職場の障がい者理解を深めてほしい

職場で介助や援助等が受けられること

就労後のフォローなど職場と支援機関が連携して

ほしい

企業ニーズにあった就労訓練をしてほしい

仕事についての職場外での相談対応、支援をして

ほしい

その他

特にない

不明・無回答

18～39歳(n=144)

40～64歳(n=333)

65歳以上(n=505)
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８．医療サービスの状況 

①医療を受けるにあたって困ること（複数回答）【18歳未満-問 25、18歳以上-問 27】 

医療を受けるにあたって困ることは、どの年代も「特に困っていない」が最も多くなっています。

具体的に困っていることは、18 歳未満は「専門的な治療を行う病院が身近にない」が 20％台と多

く、65歳以上はどの項目も 10％未満となっています。 

 

2.2

25.0

11.0

2.9

12.5

5.1

19.1

7.4

2.2

42.6

14.0

8.3

8.3

3.5

6.9

9.0

6.3

11.8

13.2

2.8

53.5

11.8

5.7

6.3

3.0

2.1

3.3

3.6

8.4

15.3

3.0

42.9

23.7

8.3

6.1

4.2

3.6

0.6

2.0

8.7

8.3

3.0

50.3

19.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

通院するときに手助けしてくれる人がいない

専門的な治療を行う病院が身近にない

専門的なリハビリができる施設が身近にない

ちょっとした病気やけがのときに受け入れてくれる病

院が身近にない

障がいが理由で治療を受けにくい診療科がある

気軽に診てくれる医師がいない

交通費の負担が大きい

医療費の負担が大きい

その他

特に困っていない

不明・無回答

18歳未満(n=136)

18～39歳(n=144)

40～64歳(n=333)

65歳以上(n=505)
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②健康診断の受診状況（複数回答）【18歳未満-問 25、18歳以上-問 27】 

健康診断の受診状況について、18～39歳は「勤務先で健康診断を受けた」、40～64歳・65歳以上

は「受けていない」がそれぞれ最も多くなっています。また、18～39歳は「受けていない」も 30％

台と多くなっています。 

 

 

 

  

4.2

0.0

33.3

20.1

7.6

31.9

2.8

15.0

2.1

18.0

14.1

9.0

28.2

13.5

20.4

0.2

1.2

2.8

25.9

34.5

15.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市の健診（検診）を受けた

人間ドック等を受けた

勤務先で健康診断を受けた

福祉施設で健康診断を受けた

その他の場所で健康診断を受けた

受けていない

不明・無回答

18～39歳(n=144)

40～64歳(n=333)

65歳以上(n=505)
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９．災害時・緊急時の避難 

①災害時に困ること（複数回答）【18歳未満-問 29、18歳以上-問 31】 

災害時に困ることについて、39歳以下の年代は「避難所生活において、心や体が耐えられるか不

安」、40～64歳は「投薬や治療が受けられない」、65歳以上は「避難場所の設備（トイレ等）や生活

環境が不安」がそれぞれ最も多くなっています。また、「周囲とのコミュニケーションが取れない」

は 39歳以下の年代は約 40％と多く、40歳以上の年代より 20ポイント以上多くなっています。 

 

17.6

5.9

9.6

6.6

36.8

34.6

42.6

33.1

39.0

47.8

52.2

2.9

18.4

2.2

28.5

4.2

6.3

8.3

29.2

27.8

38.9

25.0

39.6

38.9

50.0

2.8

12.5

8.3

37.2

5.4

5.4

7.2

11.7

9.9

26.7

10.8

16.8

34.8

35.7

1.5

11.4

18.0

37.8

7.5

7.9

5.7

10.1

8.9

39.4

10.1

7.9

42.2

39.4

2.2

14.3

9.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

投薬や治療が受けられない

補装具の使用が困難になる

補装具や日常生活用具の入手ができなくなる

障がいに応じた食事ができなくなる

災害が起こったことが、すぐにわからない

救助を求めることができない

安全なところまで、迅速に避難することができない

被害状況、避難場所などの情報が入手できない

周囲とのコミュニケーションがとれない

避難場所の設備（トイレ等）や生活環境が不安

避難所生活において、心や体が耐えられるか不安

その他

特にない

不明・無回答

18歳未満(n=136)

18～39歳(n=144)

40～64歳(n=333)

65歳以上(n=505)
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10．運動・スポーツ 

①スポーツ実施率（単数回答）【18歳以上-問 32①②により算出】 

国の「第２期スポーツ基本計画」において、成人のスポーツ実施率（週１回以上）を 65％程度（障

がいのある人は 40％程度）という政策目標を掲げています。 

本市の 20 歳以上の障がいのある人のスポーツ実施率は 16.0％で、国の 19.2％（平成 27 年度）

よりわずかに低くなっています。 

年齢別にみると、18～39歳が 25.0％で高く、40～64歳は 11.7％で低くなっています。 

 

 

※国の結果は、平成 27年度スポーツ庁委託事業「地域における障害者スポーツ普及促進事業（障害者のスポーツ参加促

進に関する調査研究）報告書」 

 

 

②運動・スポーツの今後の意向（単数回答）【18歳以上-問 32③】 

運動・スポーツの今後の意向として、「行いたい」は 18～39歳で 22.6％、40～64歳で 18.3％、

65歳以上で 14.7％と、若い世代ほどスポーツへの意向が高くなっています。 

 

 

  

16.0 19.2

40.0

25.0

11.7
16.8

0%

20%

40%

60%

80%

100%

赤穂市 国

（平成27年度）

国の目標 18～39歳 40～64歳 65歳以上

20歳以上 年齢別

22.6

18.3

14.7

26.2

23.5

39.2

44.0

44.8

36.2

7.1

13.5

9.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

18～39歳(n=84)

40～64歳(n=230)

65歳以上(n=334)

行いたい 行いたくない わからない 不明・無回答
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11．理解 

①近所付き合いの状況（単数回答）【18歳以上-問 35】 

近所付き合いの状況を尋ねたところ、18～39歳は「あまり付き合っていない」、40～64歳・65歳

以上は「ある程度付き合っている」が最も多くなっています。 

“付き合っている（「よく付き合っている」と「ある程度付き合っている」の計）”は、18～39歳

は 31.3％、40～64歳は 40.8％、65歳以上は 65.5％と、低い年代の近所付き合いが低くなっていま

す。 

地域福祉計画の策定の際に実施した調査（平成 28年度）と比較すると、“付き合っている”は地

域福祉調査では 67.5％に対し、本調査では 52.3％（20歳以上）と、障がいのある人のほうが低く

なっています。 

 

 

 

  

3.5

6.3

19.0

12.6

14.6

27.8

34.5

46.5

39.7

52.9

32.6

23.4

17.8

21.8

21.7

28.5

20.4

10.1

16.1

7.3

7.6

15.3

6.5

9.8

3.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

18～39歳(n=144)

40～64歳(n=333)

65歳以上(n=505)

20歳以上(n=969)

地域福祉調査

20歳以上(n=922)

本
調
査

よく付き合っている ある程度付き合っている あまり付き合っていない

全く付き合っていない 不明・無回答
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②障がいを理由とする差別や偏見の有無（単数回答）【18歳未満-問 32、18歳以上-問 36】 

障がいを理由とする差別や偏見の有無について、「あると思う」は 18歳未満で 51.5％と半数を超

え、18～39 歳は 41.0％、40～64 歳は 24.6％、65 歳以上で 11.9％と、若い世代ほどあるという回

答が多くなっています。「あると思う」と「少しはあると思う」を合わせた“ある”は 18歳未満で

78.7％と特に多くなっています。 

平成 23年に行った調査と比較すると、“ある”の回答はどの年代も下がっている状況です。 

 

 

 

“ある（「あると思う」と「少しはあると思う」の計）”と答えた人【過去の調査との比較】 

 

 

  

51.5

41.0

24.6

11.9

27.2

25.0

30.0

26.7

5.9

6.3

13.2

37.0

14.0

21.5

17.4

18.6

1.5

6.3

14.7

5.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

18歳未満(n=136)

18～39歳(n=144)

40～64歳(n=333)

65歳以上(n=505)

あると思う 少しはあると思う ないと思う わからない 不明・無回答

78.7

66.0

54.6

38.6

85.1

68.6 68.3

52.8

0%

20%

40%

60%

80%

100%

18歳未満 18～39歳 40～64歳 65歳以上

本調査 23年調査
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③障がいを理由とした差別や偏見を受けた経験（単数回答）【18歳未満-問 33、18歳以上-問 37】 

障がいを理由とした差別や偏見を受けた経験について、「ある」は 18歳未満で 41.9％、18～39歳

で 39.6％、40～64歳で 20.7％、65歳以上で 7.5％となっています。 

平成 23年に行った調査と比較すると、「ある」の回答はどの年代も下がっている状況です。 

 

 

 

「ある」と答えた人【過去の調査との比較】 

 

 

  

41.9

39.6

20.7

7.5

50.7

48.6

57.7

84.2

7.4

11.8

21.6

8.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

18歳未満(n=136)

18～39歳(n=144)

40～64歳(n=333)

65歳以上(n=505)

ある ない 不明・無回答

41.9 39.6

20.7

7.5

58.1
66.7

40.3

16.3

0%

20%

40%

60%

80%

100%

18歳未満 18～39歳 40～64歳 65歳以上

本調査 23年調査
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④障害のある人に対する市民の理解は深まったと思うか 

（単数回答）【18歳未満-問 34、18歳以上-問 38】 

障害のある人に対する市民の理解は深まったと思うか尋ねたところ、64歳以下の年代は「あまり

深まったとは思わない」、65 歳以上は「ある程度深まったと思う」がそれぞれ最も多くなっていま

す。“深まったと思う（「かなり深まったと思う」と「ある程度深まったと思う」の計）”は 18歳未

満で 28.7％、18～39歳で 22.9％、40～64歳は 31.2％、65歳以上で 43.9％と、比較的若い世代で

深まったと思う人が少なくなっています。 

平成 23年に行った調査と比較すると、“深まったと思う”の回答はどの年代も下がっている状況

です。 

 

 

 

“深まったと思う（「かなり深まったと思う」と「ある程度深まったと思う」の計）”と答えた人 

【過去の調査との比較】 

 

 

  

1.5

3.5

5.1

6.9

27.2

19.4

26.1

37.0

46.3

43.8

31.5

32.5

19.9

22.2

14.7

10.1

5.1

11.1

22.5

13.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

18歳未満(n=136)

18～39歳(n=144)

40～64歳(n=333)

65歳以上(n=505)

かなり深まったと思う ある程度深まったと思う あまり深まったとは思わない

深まったとは思わない 不明・無回答

28.7
22.9

31.2

43.9

31.1 27.6

38.5
46.1

0%

20%

40%

60%

80%

100%

18歳未満 18～39歳 40～64歳 65歳以上

本調査 23年調査
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③理解を深めるために力を入れるべき内容（単数回答）【18歳未満-問 35、18歳以上-問 39】 

理解を深めるために力を入れるべき内容は、どの年代も「学校での福祉教育を充実する」が最も

多く、特に 18歳未満では半数を超えて多くなっています。「障がいのある人もない人もともに参加

するイベントを開催する」は 18～39歳のみ 40％台と、ほかの年代よりも多くなっています。 

 

 

 

  

62.5

22.1

25.0

36.8

30.1

25.0

2.2

19.9

1.5

44.4

41.0

25.7

36.1

28.5

29.9

0.7

18.8

9.0

29.4

21.0

20.7

26.1

20.7

14.4

2.4

25.5

16.5

31.9

19.6

19.4

19.8

21.0

12.3

3.2

29.9

14.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

学校での福祉教育を充実する

障がいのある人もない人もともに参加するイベントを開

催する

障がいのある人が自立の努力をして積極的に社会に

進出する

企業が積極的に福祉活動に携わる

市の広報紙等で障がいや障がいのある人の生活を

もっとよく知ってもらう

障がいや障がい者問題に関する講演会や学習会など

を開催する

その他

わからない

不明・無回答

18歳未満(n=136)

18～39歳(n=144)

40～64歳(n=333)

65歳以上(n=505)
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12．将来の暮らし方 

①今後どのように暮らしたいか（複数回答）【18歳未満-問 37、18歳以上-問 42】 

今後どのように暮らしたいかを尋ねたところ、どの年代も「家族と一緒に自宅で暮らしたい」が

最も多くなっています。18～39歳は「一人暮らしをしたい」「グループホームで暮らしたい」「福祉

施設などで暮らしたい」がほかの年代よりも多くなっています。 

 

  

77.9

8.8

2.2

3.7

5.9

0.0

0.0

16.9

1.5

66.0

17.4

6.3

15.3

21.5

0.7

2.1

6.9

5.6

53.2

9.6

4.5

7.8

14.4

1.5

1.5

9.6

15.0

68.5

5.9

3.6

3.6

12.3

3.6

1.4

8.3

7.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家族と一緒に自宅で暮らしたい

一人暮らしをしたい

友人や仲間などと一緒に暮らしたい

グループホームで暮らしたい

福祉施設などで暮らしたい

病院に入院したい

その他

わからない

不明・無回答

18歳未満(n=136)

18～39歳(n=144)

40～64歳(n=333)

65歳以上(n=505)
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②住みよいまちをつくるために必要な施策（複数回答）【18歳未満-問 38、18歳以上-問 43】 

住みよいまちをつくるために必要な施策を尋ねたところ、18歳未満は「仕事をしたい障がいのあ

る人が仕事をできるようにするための雇用・就業の促進」、18～39歳・65歳以上は「何でも気軽に

相談できる総合的な相談窓口の整備・充実」、40～64 歳は「年金などの所得保障の充実」がそれぞ

れ最も多くなっています。 

18歳以上の年代は「何でも気軽に相談できる総合的な相談窓口の整備・充実」と「年金などの所

得保障の充実」に回答が集中していますが、18歳未満では「障がいや障がいのある人に対する理解

を深めるための啓発や福祉教育の充実」「一人ひとりの障がいに応じた障がい児教育の充実と教育

環境の整備」がほかの年代よりも多くなっています。 

 

No.   

18歳

未満 

(n=136) 

18～39

歳 

(n=144) 

40～64

歳 

(n=333) 

65歳

以上 

(n=505) 

1 障がいや障がいのある人に対する理解を深めるための啓発や福祉教育の充実 50.7 43.8 29.7 25.9 

2 何でも気軽に相談できる総合的な相談窓口の整備・充実 48.5 50.7 40.5 41.2 

3 福祉に関する行政サービスなどの情報提供 43.4 34.7 27.0 24.8 

4 一人ひとりの障がいに応じた障がい児教育の充実と教育環境の整備 54.4 29.9 13.2 8.7 

5 仕事をしたい障がいのある人が仕事をできるようにするための雇用・就業の促進 55.1 45.1 29.4 14.3 

6 福祉的就労の場の充実 36.8 29.9 20.1 6.5 

7 福祉的就労における補助による賃金の上乗せ 31.6 25.7 16.5 4.0 

8 年金などの所得保障の充実 36.0 44.4 43.5 39.6 

9 医療費の軽減 39.7 38.9 38.1 35.8 

10 障がいの早期発見・訪問看護などの保健・医療の充実 27.9 21.5 12.6 13.3 

11 障害福祉サービス等の充実・確保 35.3 34.0 23.4 16.4 

12 自動車燃料費、交通費の補助など、移動支援策の充実 22.1 30.6 21.9 22.8 

13 趣味やスポーツ・レクリエーション活動に対する援助 22.1 18.1 10.2 4.6 

14 障がいに配慮したパソコン教室など技能習得に対する援助 26.5 17.4 10.2 5.3 

15 グループホームなどの障がいのある人の共同生活の場の確保 25.0 26.4 11.4 7.3 

16 障がいのある人が利用しやすい住環境の整備 29.4 29.9 22.8 16.6 

17 障がいのある人が利用しやすい建物や道路への改善・整備 25.7 27.8 20.1 19.8 

18 安心して暮らせるための防犯・防災対策の充実 32.4 35.4 24.0 32.5 

19 その他 2.9 2.8 2.1 2.4 

  特にない 6.6 7.6 6.3 7.1 

  不明・無回答 1.5 10.4 17.1 12.3 
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■過去の調査との比較（18歳未満） 

平成 23年に行った調査では「何でも気軽に相談できる総合的な相談窓口の整備・充実」が 71.6％

で最も多い回答でしたが、本調査では 48.5％と 23.1ポイント下がっています。 

本調査で回答の多かった「障がいや障がいのある人に対する理解を深めるための啓発や福祉教育

の充実」と「仕事をしたい障がいのある人が仕事をできるようにするための雇用・就業の促進」は

前回も多い回答となっています。 

 

No.   

本調査 

(n=136) 

23年調査 

(n=74) 

1 障がいや障がいのある人に対する理解を深めるための啓発や福祉教育の充実 50.7 64.9 

2 何でも気軽に相談できる総合的な相談窓口の整備・充実 48.5 71.6 

3 福祉に関する行政サービスなどの情報提供 43.4 56.8 

4 一人ひとりの障がいに応じた障がい児教育の充実と教育環境の整備 54.4   

5 仕事をしたい障がいのある人が仕事をできるようにするための雇用・就業の促進 55.1 66.2 

6 福祉的就労の場の充実 36.8 52.7 

7 福祉的就労における補助による賃金の上乗せ 31.6 39.2 

8 年金などの所得保障の充実 36.0 54.1 

9 医療費の軽減 39.7 41.9 

10 障がいの早期発見・訪問看護などの保健・医療の充実 27.9 39.2 

11 障害福祉サービス等の充実・確保 35.3 58.1 

12 自動車燃料費、交通費の補助など、移動支援策の充実 22.1 31.1 

13 趣味やスポーツ・レクリエーション活動に対する援助 22.1 23.0 

14 障がいに配慮したパソコン教室など技能習得に対する援助 26.5 39.2 

15 グループホームなどの障がいのある人の共同生活の場の確保 25.0 37.8 

16 障がいのある人が利用しやすい住環境の整備 29.4 28.4 

17 障がいのある人が利用しやすい建物や道路への改善・整備 25.7 28.4 

18 安心して暮らせるための防犯・防災対策の充実 32.4 27.0 

19 その他 2.9 4.1 

20 特にない 6.6 2.7 

  不明・無回答 1.5 2.7 
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■過去の調査との比較（18～39歳） 

平成 23 年に行った調査と比較すると、回答の順位は異なるものの、本調査とほぼ同じ傾向にな

っています。 

 

No.   

本調査 

(n=144) 

23年調査 

(n=105) 

1 障がいや障がいのある人に対する理解を深めるための啓発や福祉教育の充実 43.8 45.7 

2 何でも気軽に相談できる総合的な相談窓口の整備・充実 50.7 49.5 

3 福祉に関する行政サービスなどの情報提供 34.7 37.1 

4 一人ひとりの障がいに応じた障がい児教育の充実と教育環境の整備 29.9   

5 仕事をしたい障がいのある人が仕事をできるようにするための雇用・就業の促進 45.1 40.0 

6 福祉的就労の場の充実 29.9 27.6 

7 福祉的就労における補助による賃金の上乗せ 25.7 23.8 

8 年金などの所得保障の充実 44.4 47.6 

9 医療費の軽減 38.9 32.4 

10 障がいの早期発見・訪問看護などの保健・医療の充実 21.5 16.2 

11 障害福祉サービス等の充実・確保 34.0 30.5 

12 自動車燃料費、交通費の補助など、移動支援策の充実 30.6 27.6 

13 趣味やスポーツ・レクリエーション活動に対する援助 18.1 21.0 

14 障がいに配慮したパソコン教室など技能習得に対する援助 17.4 17.1 

15 グループホームなどの障がいのある人の共同生活の場の確保 26.4 21.0 

16 障がいのある人が利用しやすい住環境の整備 29.9 23.8 

17 障がいのある人が利用しやすい建物や道路への改善・整備 27.8 21.0 

18 安心して暮らせるための防犯・防災対策の充実 35.4 25.7 

19 その他 2.8 4.8 

20 特にない 7.6 12.4 

  不明・無回答 10.4 5.7 
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■過去の調査との比較（40～64歳） 

平成 23 年に行った調査と比較すると、「福祉に関する行政サービスなどの情報提供」は平成 23

年調査から 12.4ポイント、「障がいや障がいのある人に対する理解を深めるための啓発や福祉教育

の充実」は 9.7ポイント下がっていますが、そのほかの項目はほぼ同じ傾向となっています。 

 

No.   

本調査 

(n=333) 

23年調査 

(n=221) 

1 障がいや障がいのある人に対する理解を深めるための啓発や福祉教育の充実 29.7 39.4 

2 何でも気軽に相談できる総合的な相談窓口の整備・充実 40.5 47.1 

3 福祉に関する行政サービスなどの情報提供 27.0 39.4 

4 一人ひとりの障がいに応じた障がい児教育の充実と教育環境の整備 13.2   

5 仕事をしたい障がいのある人が仕事をできるようにするための雇用・就業の促進 29.4 33.0 

6 福祉的就労の場の充実 20.1 20.4 

7 福祉的就労における補助による賃金の上乗せ 16.5 14.9 

8 年金などの所得保障の充実 43.5 49.3 

9 医療費の軽減 38.1 38.5 

10 障がいの早期発見・訪問看護などの保健・医療の充実 12.6 17.6 

11 障害福祉サービス等の充実・確保 23.4 21.7 

12 自動車燃料費、交通費の補助など、移動支援策の充実 21.9 27.6 

13 趣味やスポーツ・レクリエーション活動に対する援助 10.2 12.2 

14 障がいに配慮したパソコン教室など技能習得に対する援助 10.2 13.1 

15 グループホームなどの障がいのある人の共同生活の場の確保 11.4 16.3 

16 障がいのある人が利用しやすい住環境の整備 22.8 22.6 

17 障がいのある人が利用しやすい建物や道路への改善・整備 20.1 18.6 

18 安心して暮らせるための防犯・防災対策の充実 24.0 29.0 

19 その他 2.1 1.8 

20 特にない 6.3 3.6 

  不明・無回答 17.1 7.7 
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■過去の調査との比較（65歳以上） 

平成 23 年に行った調査と比較すると、回答の順位は異なるものの、本調査とほぼ同じ傾向にな

っています。 

 

No.   

本調査 

(n=505) 

23年調査 

(n=375) 

1 障がいや障がいのある人に対する理解を深めるための啓発や福祉教育の充実 25.9 28.0 

2 何でも気軽に相談できる総合的な相談窓口の整備・充実 41.2 42.9 

3 福祉に関する行政サービスなどの情報提供 24.8 30.4 

4 一人ひとりの障がいに応じた障がい児教育の充実と教育環境の整備 8.7   

5 仕事をしたい障がいのある人が仕事をできるようにするための雇用・就業の促進 14.3 20.0 

6 福祉的就労の場の充実 6.5 10.4 

7 福祉的就労における補助による賃金の上乗せ 4.0 6.9 

8 年金などの所得保障の充実 39.6 37.6 

9 医療費の軽減 35.8 39.2 

10 障がいの早期発見・訪問看護などの保健・医療の充実 13.3 16.5 

11 障害福祉サービス等の充実・確保 16.4 19.2 

12 自動車燃料費、交通費の補助など、移動支援策の充実 22.8 27.2 

13 趣味やスポーツ・レクリエーション活動に対する援助 4.6 4.8 

14 障がいに配慮したパソコン教室など技能習得に対する援助 5.3 7.5 

15 グループホームなどの障がいのある人の共同生活の場の確保 7.3 12.5 

16 障がいのある人が利用しやすい住環境の整備 16.6 16.0 

17 障がいのある人が利用しやすい建物や道路への改善・整備 19.8 21.6 

18 安心して暮らせるための防犯・防災対策の充実 32.5 28.3 

19 その他 2.4 0.8 

20 特にない 7.1 3.2 

  不明・無回答 12.3 16.3 

 


